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第４２回旧軍港市国有財産処理審議会 

議事録 

 

＜ 新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、書面による審議を行ったところ、内容は以下

のとおり。＞ 

 

開 催 期 間 令和３年１月２０日(水)～２月１０日(水) 

答     申 令和３年２月１０日(水) 

 

 

１．審議会委員 

                                      （敬称略） 

氏   名 職         名 

佐々木 広 美  サンタ社会保険労務士法人 代表社員 

岡 部 伸 康 （株）神奈川新聞社 取締役統合編集局長 

長谷川 秀 行 （株）産経新聞社 論説副委員長 

松 行 美帆子  横浜国立大学大学院 教授 

黒 岩 祐 治  神奈川県知事 

湯 﨑 英 彦  広島県知事 

中 村 法 道  長崎県知事 

西 脇 隆 俊  京都府知事 

上 地 克 明  横須賀市長 

新 原 芳 明  呉市長 

朝 長 則 男  佐世保市長 

多々見 良 三  舞鶴市長 

木 村   隆  財務省理財局国有財産業務課長 

塩 手 能 景 
 経済産業省経済産業政策局地域経済産業グループ 

地域産業基盤整備課長（併）沖縄振興室長 

堤   洋  介  国土交通省都市局都市計画課長 
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２．諮問事項審議 

 

(1)事務局による諮問事項等の説明 

 

●第１諮問 

神奈川県横須賀市鴨居４丁目に所在する土地を神奈川県に対し、都市公園敷地として無償貸

付けすること及び防衛省に対し、礼砲台敷地等として所管換することについて 

 

（別添資料 P3)  

本件は、神奈川県横須賀市鴨居４丁目に所在する土地約６４，１４８平方メートルのうち

約６２，２５８平方メートルを、神奈川県に対し、都市公園敷地として無償貸付けすること

及び約１，８９０平方メートルを、防衛省に対し、礼砲台、通信施設及び慰霊碑敷地として

所管換することについて諮問するものでございます。 

対象財産は、昭和２０年１１月３０日に旧陸軍省より引き受けた観音崎砲台跡の一部で、

現在、防衛省に対して使用承認を行っております。 

 

（別添資料 P4） 

旧軍港市転換法第４条第２項において、国は旧軍用財産を旧軍港市転換計画の実現に寄与

するように有効適切に処理しなければならないとされております。 

本件は、横須賀市内に所在する旧軍用財産を県立公園の拡張整備に活用しようとするもの

であり、横須賀市が「旧軍港市転換計画」として位置づけている「横須賀市基本計画」にお

ける政策目標のうち２番目、「海と緑を生かした活気あふれるまち」のひとつ、「自然豊かな

公園・緑地の整備」に合致するものであることから、軍転計画との整合性が認められます。 

また、本件につきましては、横須賀市より、軍転計画に照らし適当である旨の副申書の提

出を受けております。 

 

（別添資料 P5） 

観音崎公園は、横須賀市の南東部に位置し、東京湾に面しております。 

 

（別添資料 P6） 

対象財産は、京浜急行本線「浦賀」駅の北東方約２．６キロメートルに位置し、周辺は、

本地の西側に隣接して都市公園「県立観音崎公園」、東側は東京湾に面する地域となっており

ます。 

都市計画上は、市街化調整区域・都市公園（観音崎公園）に指定されております。 
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（別添資料 P8） 

本地は、東西約４５０メートル、南北約５００メートルの不整形な土地で、大部分が平坦

地又は緩やかな傾斜地となっております。 

隣接する「県立観音崎公園」は、昭和４８年１０月１日から神奈川県に対し、都市公園敷

地として無償貸付けしているものです。 

神奈川県は、現況図の赤の斜線の箇所について、隣接する「県立観音崎公園」の拡張用地

として利用することを計画しており、一体で整備・管理を行う予定としています。 

また、防衛省は、現在、現況図の黄色の箇所について、海上自衛隊が外国艦船への答礼に

使用する礼砲台、海上自衛隊艦船にかかる通信施設及び潜水艦なだしおの海難事故にかかる

慰霊碑の敷地として使用しており、引き続き、同用途として使用する予定としております。 

 

（別添資料 P10） 

神奈川県は、「県立観音崎公園」について、平成２４年１０月に策定された「県立観音崎公

園再生計画（案）」に基づき、６つのゾーンに分けて整備を行っており、本地については、「里

海体感ゾーン」と「近代史体感ゾーン」の一部として整備が予定されております。 

「里海体感ゾーン」は、里海・里山文化の再生と、自然体験学習の拠点となるゾーンであ

り、「近代史体感ゾーン」は、歴史的資源を紹介するゾーンとなっております。 

 

（別添資料 P11） 

本地については、「里海体感ゾーン」に隣接する自然博物館の各種体験プログラムを展開で

きる自然体験学習の拠点フィールドを整備するとともに、眺望を生かした休憩施設の整備を

予定しています。 

また「近代史体感ゾーン」には、現存する「馬蹄形砲台」の基礎跡を活用した眺望施設の

整備を予定しております。   

 

（別添資料 P12） 

県立観音崎公園は、昭和２０年１１月に旧陸軍省より引き受けた観音崎砲台跡で、昭和 

３１年９月に本地を含む全域が公園区域として都市計画決定されております。 

昭和４８年９月の軍転審において、無償貸付けを可とする答申をいただき、同年１０月に

無償貸付けを行い、昭和５０年４月に開園しております。 

その後、都市計画公園区域内に所在し、行政財産として管理されていた財産や民間企業等

への貸付けを行っていた財産について、返還を受けたものから、順次、軍転審等に付議のう

え、公園の拡張用地として追加で無償貸付けを行ってまいりました。 

本地につきましては、防衛省に対し、海上自衛隊横須賀警備隊の船舶航行見張所及び警備

訓練施設敷地として、使用承認を継続してきましたが、令和３年３月末に同施設が廃止され

ることから、防衛省より返還を受け、神奈川県に対し、公園拡張用地として最終となる追加
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の無償貸付けを行うものです。 

また、防衛省において、引き続き礼砲台等敷地として使用する部分については、防衛省に

対し、所管換を行います。 

 

（別添資料 P13） 

神奈川県は、平成２４年１０月に「県立観音崎公園再生計画（案）」を策定し、「東京湾に

奇跡的に残った貴重な自然を保全し、古代から続く海の守りの歴史を活かし、ふれあい遊び

学べる「エコミュージアム」として再生する」ことを基本目標としております。 

観音崎公園に隣接する本地は、東京湾の内湾と外湾双方に臨み、海辺の自然の変化に触れ

ることができる場所となっており、また、砲台跡や礼砲など、優れた歴史的資源が残されて

いることから、それらの資源を活用することにより、公園の機能を拡充、強化し、学び、観

光振興に役立てる必要があるとしています。 

また、この「公園再生計画（案）」の実現に向けて、都市計画公園区域内にある「海上自衛

隊管理地」については、東京湾を望む眺望を活用しながら、自然学習や展望・休憩施設の機

能充実を図り公園の再生を進めるため、公園区域への編入などについて調整を行うこととし

ており、本地について、防衛省からの返還に伴い、無償貸付けを受ける必要があるとしてい

ます。 

 

（別添資料 P14） 

本審議会でご答申をいただければ、神奈川県に対する無償貸付けにつきましては、本地に

防衛省の建物が残っておりますことから、令和５年３月末まで、防衛省に対する使用承認を

継続し、その間に防衛省において建物の解体を行ったうえで、令和５年４月に無償貸付けを

行い、令和８年４月に公園として供用開始予定となっております。 

また、防衛省に対する所管換につきましては、関係先との協議を進め、令和３年４月に所

管換を行う予定です。 

 

 

●第２諮問 

 長崎県佐世保市崎辺町に所在する土地及び建物等を防衛省に対し、海上自衛隊艦艇船の艦

艇係留施設及び補給物品保管倉庫等敷地として所管換することについて 

 

（別添資料 P16） 

本件は、長崎県佐世保市崎辺町に所在する土地及び建物等を防衛省に対し、海上自衛隊艦

艇船の艦艇係留施設及び補給物品保管倉庫等敷地として所管換することについて諮問するも

のでございます。 

対象財産の所在地は、長崎県佐世保市崎辺町１１番１です。 
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土地は１２９，３９７.８５平方メートル、建物が延べ２，７１９.１２平方メートル、そ

の他に立木竹と工作物があります。 

相手方は防衛省であり、利用計画は海上自衛隊艦艇船の艦艇係留施設及び補給物品保管倉

庫等敷地です。 

処理区分は所管換です。 

 

（別添資料 P17） 

旧軍港市転換法第４条第２項において、国は、旧軍用財産を旧軍港市転換計画の実現に寄

与するように有効適切に処理しなければならないとされていることから、本件所管換が佐世

保市の軍転計画に合致している必要があります。 

なお、佐世保市においては、第７次「佐世保市総合計画」が「旧軍港市転換法に基づく旧

軍港市転換計画」として位置付けされています。 

防衛省は、対象財産を海上自衛隊艦艇船の艦艇係留施設及び補給物品保管倉庫等敷地とし

て利用することとしており、これは佐世保市の総合計画に掲げる「基地との共存共生の推進」

に合致するものです。 

なお、本事案の処理については、旧軍港市転換計画に照らして適当である旨の副申書を佐

世保市から提出いただいています。 

また、佐世保市は、平成２１年度から一貫して、崎辺東地区を海上自衛隊が利活用するこ

とについて国に対し要望しており、防衛省の利用計画は佐世保市の要望に沿ったものとなっ

ています。 

 

（別添資料 P18、19） 

対象財産は、ＪＲ佐世保駅の南方約４．４キロメートルに所在しており、周辺には、陸上

自衛隊及び海上自衛隊の施設が所在しています。 

 

（別添資料 P20） 

対象財産の所管換を受けた後、九州防衛局は青線で囲んだ部分の海域を埋め立て、海上自

衛隊の艦艇係留施設を整備することとしています。 

また、艦艇に搭載する弾薬の整備場や補給倉庫、その他隊員が事務等を行うための庁舎等

を整備することとしています。 

 

（別添資料 P22） 

対象財産は、旧海軍省が第２１海軍航空廠崎辺地区として使用していた旧軍用財産で、昭

和２０年に旧海軍省から引き受けた後、昭和４９年１２月まで在日米軍に提供していました。 

一度返還を受けた後、昭和６０年７月から在日米軍に再提供しておりましたが、令和３年

１月に返還されました。 
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（別添資料 P23） 

所管換の必要性は大きく分けて２つあります。 

１つ目は、艦艇係留施設の不足等の解消です。 

海上自衛隊の艦艇係留施設は、右図の青丸で示しているとおり、立神地区及び倉島地区に

６バース配置されており、これらは佐世保地区所属艦艇が全て使用しています。 

海上自衛隊は、佐世保地区において後方支援基盤を強化することとしており、他地区所属

艦艇の寄港に対応する必要がありますが、現状では係留施設が不足する状況となっています。 

また、岸壁の長さ及び水深の不足により、近年配備された大型艦艇は係留できない状況と

なっています。 

このような状況を解消するため、新たな艦艇係留施設を５バース配置するものです。 

 

（別添資料 P24） 

２つ目は、後方活動拠点としての支援態勢向上です。 

佐世保地区は南西地域唯一の主要後方補給基地であり、当該地域の情勢の緊迫化により増

加する補給に対応するため、補給物品保管倉庫等を整備する必要があります。 

また、佐世保地区所属艦艇を含む海上自衛隊艦艇に搭載する弾薬を適切に整備するため、

新たに弾薬整備場を整備することにより、艦艇への弾薬の搭載を効率的に実施することが可

能となり、即応性が向上することとなります。 

このように支援態勢向上のためには、補給物品保管倉庫等や弾薬整備場を整備する必要が

あります。 

以上、対象財産を所管換することは、艦艇係留施設の不足等の解消や後方活動拠点として

の支援態勢向上に資するものであり、必要性が認められます。 

 

（別添資料 P25） 

周辺図でも説明したとおり、対象財産の周辺には、陸上自衛隊及び海上自衛隊の施設があ

り、これらの施設との連携強化が期待できます。特に、対象財産西側に所在する陸上自衛隊

崎辺分屯地に駐屯する水陸機動団は、島嶼部への攻撃等に対応する部隊であり、有事には海

上自衛隊の艦船による輸送が想定されます。 

また、対象財産の東側及び南側は佐世保湾に面しており、艦艇係留施設を整備する場所と

して適しています。 

なお、対象財産が所在する地域は、工業専用地域に指定されていますが、今回整備予定の

自衛隊施設は用途制限に抵触しません。 

以上のことから、対象財産は海上自衛隊施設を整備する場所として適当と認められ、立地

条件に問題はありません。 
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（別添資料 P26） 

表に示していますように、土地の所要面積は、庁舎・管理棟エリアが約１８，６００平方

メートル、弾薬整備場エリアが約５８，４００平方メートル、補給物品保管倉庫等エリアが 

約４２，７００平方メートル、係留施設エリアが約１４，５００平方メートル、その他構内

道路等が約４０，８００平方メートル、合計約１７５，０００平方メートルとなります。 

このように、所管換面積は、各施設等の土地所要面積の積み上げにより算定されており、

妥当と認められます。 

 

（別添資料 P27） 

本審議会でご答申をいただきましたら、福岡財務支局において、今年度末までに、対象財

産を防衛省へ所管換します。 

所管換後は、九州防衛局において、令和３年度以降に各施設を順次整備することとしてお

り、弾薬整備場等は令和６年度まで、艦艇係留施設、庁舎及び補給物品保管倉庫等は令和１

１年度までに完成を目指すこととしています。 

 

 

●報告事項 

  地方幹事会に付議し、処理した事案について 

 

（別添資料 P28） 

報告事項についてご説明させていただきます。 

地方幹事会に付議し、処理した事案が２件ございますので、ご説明させていただきます。 

 

（別添資料 P29） 

最初に、法人に対して一時使用させることについて、付議した事案でございます。 

本件は、令和２年１０月２１日～２６日に持ち回りにより開催した第３３回関東地方幹事

会において了承いただいたものでございます。 

本財産は、横須賀市田浦港町に所在する８３６平方メートルの土地でございまして、現在、

処分に向けて所要の調査等を行っているところであり、暫定的な活用を行っても支障がない

ことから、一般競争入札により決定した法人と、令和２年１２月２５日付けで貸付契約を締

結し、令和３年１月４日～令和５年４月３０日までの期間、工事現場事務所及び駐車場敷地

として貸付けしているものでございます。 

 

（別添資料 P30） 

次に、法人に対して時価売払いすることについて、付議した事案でございます。 

本件は、令和２年９月３０日に開催した第１０回九州地方幹事会において了承いただいた



 

8 
 

ものでございます。 

本財産は、佐世保市島地町に所在する２，１０８.４５平方メートルの土地及び延べ 

８０８．３７平方メートルの建物でございまして、法人に対して時価貸付しておりましたが、

貸付相手方から売払申請を受け、令和２年１１月６日に時価売払いしたものでございます。 

  

 

(2)各委員からの意見・質問及び回答 

●第１諮問 

意見・質問 回答 

〇黒岩神奈川県知事 

・本区域は、現時点で既に県立観音崎公園として都市

計画決定されている区域であり、隣接する既存公園区

域と一体性のある公園整備を行っていく予定でござ

います。 

 本区域内の警備所区域の海辺と高所に園地と園路

を適切に整備することで、機能面や活動面において、

これまでの観音崎公園が有している魅力をさらに増

大させ、公園利用の活性化に資することが期待されて

おります。また、公園施設を整備・充実することで来

訪者を呼び込み、地域の飲食サービス等への需要増加

も期待できます。 

 併せて、令和７年度に予定している横浜環状南線の

開通により、三浦半島へのアクセスが向上するため、

半島全体における観光需要の創出及び増加が期待さ

れ、本諮問を適当とお認め頂ければ、これに資するも

のと考えております。 

 

○長谷川会長 

・県立観音崎公園の拡張用地として本地を活用するこ

とは横須賀市の軍転計画に照らして妥当であり、防衛

省が礼砲台等として使用することも適切だと考えま

す。 

 近代史体感ゾーンに整備予定の眺望施設は通信施

設や礼砲台に隣接していますが、アンテナ等で眺望が

遮られることはないのでしょうか。せっかくの眺望施

設なので、訪れた人たちが東京湾を見渡す風景を存分

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・近代史体感ゾーンに隣接する通信施設は、

２階建ての建物とその建物に設置された比

較的小規模なアンテナのみであり（別添資

料 P32）、通信施設と礼砲台周辺にも十分な

スペースがあることから（別添資料 P33）、

東京湾への眺望は確保されるものと考えて

おります（別添資料 P34）。 

 また、本地に残っている建物は、海上自
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に楽しめるようにしてもらいたいです。 

 本地に残っている防衛省の建物は解体するとのこ

とですが、具体的には、どこに、どのような建物が、

どんな状態で残っているのでしょうか。再利用などは

できないのでしょうか。 

 

 

○上地横須賀市長 

・これまで県立観音崎公園用地については、軍転審（幹

事会を含む）での諮問を経て拡張されてきています

が、現況図においてその用地の多くは無償貸付けとな

っています。 

 このことは、昭和５９年１２月２４日に審議会事務

局が、譲与との諮問であっても対象財産の準備期間が

複数年にわたる場合は、施設が整備されるまでの間は

無償貸付けするとの統一見解を示したことから、現在

においても無償貸付けの状態が継続しているうえ、今

回諮問の当該地についても同様の扱いになるものと

理解しています。 

 そのうえで、以下について質問させていただきま

す。 

①当該地の処理により、観音崎公園として必要な用地

の取得等の処理は完了するのでしょうか。未完の場

合、残る用地はどこになるのでしょうか。 

②用地の取得等の処理が完了であった場合、令和７年

度までの当該地の整備をもって公園全体が供用可能

状態になるものと推測されますが、この段階において

従前からの無償貸付部分も含め、譲与にはならないの

でしょうか。 

③②に関し、譲与への処理を妨げる原因がある場合、

その現状と解消への見通しを教えてください。 

衛隊横須賀警備隊が庁隊舎及びその関連施

設等として使用しているもの（５棟）であ

り（別添資料 P35）、神奈川県に確認したと

ころ、公園施設等として利用する予定はな

いとのことでしたので、解体撤去を予定し

ているものです。 

 

 

①当該地の処理により、観音崎公園として

必要な用地の取得等（無償貸付を含む）の

処理は完了するものと考えております。 

②ご指摘のとおり、観音崎公園については、

令和８年４月の当該地の供用開始をもっ

て、公園全体の整備が完了するものと考え

られます。 

 しかしながら、観音崎公園については、

当該地も含め、現在も境界の未確定、公図

の未整備の解消等が実現されていないこと

から、旧軍港市転換法第４条第２項を適用

して無償貸付を継続しているところであ

り、上記の公園全体の整備完了後も、これ

らの問題が解消しない限り、旧軍港市転換

法第５条に基づく譲与は困難と考えており

ます。 

③今後、神奈川県による当該地の整備と並

行して、境界確定等の手続を進めていく必

要があります。 
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●第２諮問 

〇朝長佐世保市長 

・第２諮問につきまして、地元市長という立場から意

見を申し上げます。 

 本市佐世保港は、港区内の約８割が米軍への提供水

域（制限水域）に設定されるなど国内でも他に類を見

ない大きな制約を受ける中で、港湾施設も不足してい

ることから、在日米海軍、海上自衛隊、民間企業等そ

れぞれが効果的・効率的に活動できるよう、本市は「佐

世保港のすみ分け」の推進を図っているところでござ

います。 

 この観点から、先に提出いたしました副申書でもお

示ししたとおり、平成２１年７月に防衛大臣あて「崎

辺地区の利活用について」要望を行って以降、本市は

一貫して国等に対し自衛隊による崎辺地区の利活用

について求めてきたところであり、今般の所管換は、

佐世保港のすみ分けの実現に向けてまた一つ進捗す

るものと考えております。財務省及び防衛省ご当局を

はじめ関係者の皆様に感謝申し上げます。 

旧軍港市転換計画としても位置付ける本市総合計

画におきましても、「基地との共存共生の推進」を行

政経営の方向性の一つとしており、本市として、国防

上必要となる自衛隊施設の整備・充実に向けて今後と

もできる限りの協力・支援を図ってまいる所存であり

ますとともに、国におかれては、今後の当該地区にお

ける海上自衛隊施設整備にあたり、周辺地域に配慮し

円滑、かつ着実に事業を推し進められることを期待い

たします。 

 

○長谷川会長 

・南西地域の情勢緊迫化に備えるため、艦艇係留施設

の不足解消や後方活動拠点としての支援態勢向上を

図る目的は妥当であり、艦艇係留施設や補給物品保管

倉庫として整備する必要性は十分にあると考えます。 

 佐世保市も自衛隊による崎辺地区の利活用を求め

てきたということですが、総合計画に掲げる「基地と

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・佐世保市総合計画（軍転計画）にも掲げ

る「基地との共存共生」は、佐世保市の行

政運営における基本方針の一つです。 

 佐世保港内には、民間施設、米軍施設、

自衛隊施設が混在（点在）しており、その

ため、それぞれの機能が十分に発揮できな
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の共存共生の推進」という観点で、佐世保市にとって

どのようなメリットがあるのかについてもう少し説

明していただきたいです。 

 所管換の後、係留施設を整備するため埋め立てを行

うということですが、環境等への影響があるのかどう

かも伺います。 

 

 

 

い状況にあるといえます。こうしたことか

ら、佐世保市は「佐世保港のすみ分け」を

推進しているところであり、これは民間施

設（企業）のみならず、米軍、自衛隊の機

能の維持向上も含まれ、いわば「三方よし」

の状態を目指しています。 

 佐世保市の近代における立市の成り立ち

に鑑みると、佐世保市の発展と、我が国の

安寧秩序を維持する防衛施設の存在は並立

し得るものと、佐世保市として認識してお

り、防衛施設の機能、拡充は佐世保市の経

済活動にも大きく貢献するものと捉えられ

ております。 

 ご質問の係留施設の整備については、令

和２年７月に開催された「第３４回佐世保

港地方港湾審議会」において佐世保港湾計

画の軽易な変更について審議され、適当で

ある旨答申いただいているところです。 

 具体的な審議内容は、崎辺地区における

海上自衛隊の要請に基づく専用埠頭計画、

水域施設計画、土地造成及び土地利用計画

を変更するものです。 

 当該審議の中で環境への影響と評価につ

いて検討しており、大気質、潮流、水質、

騒音・振動及び生態系の５項目の影響につ

いて評価し、いずれの項目も本計画が与え

る影響は軽微であると考えられるとの総合

評価となっているところです。 

 防衛省からは、今後とも環境保全につい

て配慮するとともに計画の実施にあたって

は、工法・工期等についても検討し十分な

監視体制のもと、環境に対する影響を出来

るだけ少なくするよう慎重に行って参りた

いと聞いております。 
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３．審議結果 

以下のとおり、２諮問とも委員の過半数から適当との回答が得られたため、諮問のとおり

決定された。 

   適 否 

第１諮問 １５ ０ 

第２諮問 １５ ０ 

     

  （ 以 上 ） 



第４２回
旧軍港市国有財産処理審議会

                                                          1



第２諮問第２諮問

諮 問 事 項諮 問 事 項

第１諮問第１諮問

神奈川県横須賀市鴨居４丁目に所在する
土地を神奈川県に対し、都市公園敷地として
無償貸付けすること
及び防衛省に対し、礼砲台敷地等として
所管換することについて

                                                          2



所 在 地
（口座名）

区 分 数 量 相手方 利用計画 処理区分

神奈川県横須賀市

鴨居４丁目１１２７外

（観音崎公園（県）ほか）

土地

62,258㎡ 神奈川県 都市公園敷地 無償貸付

1,890㎡ 防衛省
礼砲台、
通信施設及び
慰霊碑敷地

所管換

合 計 64,148㎡

                                                          3



軍転計画との関係について

横須賀市基本計画（平成２３年～平成３３年）
（「旧軍港市転換計画」の位置づけ）

【政策目標】

Ⅰ いきいきとした交流が広がるまち

Ⅱ 海と緑を生かした活気あふれるまち
◆ 自然豊かな公園・緑地の整備

Ⅲ 個性豊かな人と文化が育つまち
Ⅳ 健康でやさしい心のふれあうまち
Ⅴ 安全で快適に暮らせるまち

横須賀市内に所在する
県立公園の拡張整備

・県への無償貸付
・防衛省への所管換

【旧軍用財産の活用】

合致

横須賀市⇒国：転換計画に照らし適当である旨の副申書

＜旧軍港市転換法第４条第２項＞
国は、旧軍用財産を旧軍港市転換計画の実現に寄与するように有効適切に処理しなければならない。

                                                          4



逗子市

鎌倉市

三浦市

横浜市

横須賀市

相模湾

葉山町

位置図

横須賀市役所

凡 例

対象財産

観音崎公園

東京湾

                                                          5



浦賀駅

至馬堀海岸駅 防衛大学校

案内図

横須賀市立鴨居中学校

横須賀市立鴨居小学校

約2.6km

国道16号

凡 例

対象財産

神奈川県横須賀市
鴨居４丁目１１２７外

県立観音崎公園

東京湾

                                                          6



空中写真
国土地理院空中写真を加工

対象財産

凡 例

                                                          7



対象財産（防衛省に所管換）

凡 例

公園区域

国有地（無償貸付）

県有地

民有地（県が借上げ）

国交省所管行政財産

対象財産（神奈川県に無償貸付）

東京湾

国道16号

現況図

礼砲台
及び通信施設

慰霊碑

約５００ｍ

約４５０ｍ

                                                          8



礼砲台 慰霊碑

                                                          9



利用計画図

対象財産

凡 例

県立観音崎公園再生計画（案））

里海・里山文化の再生と、
自然体験学習の拠点となるゾーン

歴史的資源を紹介するゾーン

                                                          10



礼砲台（アンテナ）
（海上自衛隊管理）

通信施設
（海上自衛隊管理）

砲台・弾薬庫跡

慰霊エリア

近代史体感ゾーン

里海体感ゾーン

対象財産

凡 例

自然体験と休憩機能を
充実するエリアの整備

馬蹄形砲台基礎を活用した
展望エリアの整備

                                                          11



県立観音崎公園の沿革

昭和３１年 ９月 都市計画決定

昭和４８年１０月 神奈川県に対し無償貸付（603, 515㎡）※軍転審付議

昭和２０年１１月 旧陸軍省より引受（観音崎砲台跡）

昭和５５年 ２月 神奈川県に対し追加無償貸付（16,341㎡）※軍転審付議

昭和６３年 １月 神奈川県に対し追加無償貸付（8,892㎡）※軍転審付議

平成１１年 ５月 神奈川県に対し追加無償貸付（9,680㎡）※軍転審付議

昭和５０年 ４月 開園

令和 ５年 ４月 神奈川県に対し追加無償貸付（62,258㎡）※軍転審付議

                                                          12



県立観音崎公園再生計画（案）（平成24年10月策定）

【基本目標】

◆東京湾に奇跡的に残った貴重な自然を保全し、古代から続く海の守
りの歴史を活かし、ふれあい遊び学べる「エコミュージアム」として再生
する。

⇒公園に隣接する国有地の海辺の自然や歴史的資源を活用すること
により、公園の機能を拡充、強化し、学び、観光振興に役立てる。

【公園再生計画（案）の実現】

◆東京湾を望む眺望を活用しながら、自然学習や展望・休憩施設の機
能充実を図り、公園の再生を進める。

⇒都市計画公園区域内にある「海上自衛隊管理地」については、公園
区域への編入などについて調整を行う。

                                                          13



事業スケジュール

数量 相手方 利用計画 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５～７年度 令和８年度以降

61,787㎡ 防衛省

62,258㎡ 神奈川県 都市公園敷地

1,890㎡ 防衛省
礼砲台、通信施設
及び慰霊碑敷地

使用承認 所管換

使用承認(建物解体)

(整備工事)(基本設計) (実施設計) (供用)

無償貸付
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第２諮問第２諮問

諮 問 事 項諮 問 事 項

第２諮問第２諮問

長崎県佐世保市崎辺町に所在する土地
及び建物等を防衛省に対し、海上自衛
隊艦艇船の艦艇係留施設及び補給物品
保管倉庫等敷地として所管換することに
ついて

                                                          15



所 在 地
（口座名）

区 分 数 量 相手方 利用計画 処理区分

長崎県佐世保市崎辺町11番1

（第21空廠崎辺地区跡

（一部佐世保基地）外）

土地

建物

立木竹

工作物

129,397.85㎡

2,430.45㎡／
2,719.12㎡

4.46㎥

一式

防衛省

海上自衛隊
艦艇船の艦
艇係留施設
及び補給物
品保管倉庫
等敷地

所管換

                                                          16



≪防衛省の利用計画≫

海上自衛隊艦艇船の艦艇係留施設
及び補給物品保管倉庫等敷地

【旧軍用財産の活用】

≪佐世保市の要望活動≫
・平成21年に、防衛大臣に対し、崎辺地区
の利活用について要望

・令和2年度政府施策に関する重点要望事項
の中で、自衛隊による崎辺地区の利活用
について要望

≪佐世保市副申書より≫
佐世保港の有効活用を図る観点から、一貫して国等に対

し自衛隊による崎辺地区の利活用について求めてきたとこ
ろである。
今般の所管換はその結実につながるものであり、本市と

して異論はなく、本市の旧軍港市転換計画に照らしても適
当である。

軍転計画との関係について

第７次佐世保市総合計画
（「旧軍港市転換計画」として位置付け）

≪基本計画≫第５章 行政経営
経営５ 基地との共存共生の推進
［目 的］市民や企業が、米軍や自衛隊基地施設と

共存共生できる環境を整えることにより、
地域の活性化・市政の発展を目指す

≪旧軍港市転換法第４条第２項≫
国は、旧軍用財産を旧軍港市転換計画の実現に寄与するように有効適切に処理しなけ
ればならない

合致
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19

                                                          19



※埋立は、所管換後に、九州防衛局が実施

海上自衛隊施設
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施設整備イメージ

資料提供：海上自衛隊
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昭和２０年

旧海軍省より引受（第21海軍航空廠崎辺地区）

返還

令和３年１月

在日米軍へ提供

昭和２７年 ～ 昭和４９年１２月

財産の沿革

在日米軍へ再提供

昭和６０年７月 ～ 令和３年１月

                                                          22



所管換の必要性①

艦艇係留施設の不足等の解消

● 佐世保地区における艦艇係留施設は、立

神地区及び倉島地区に６バース配置されて

いるところ、南西地域の緊迫化に対応する

ため、後方支援基盤を強化する必要がある

が、係留施設が不足し、他地区所属の艦艇

の寄港に対応できない。

● 岸壁延長及び水深の不足により、近年配

備された大型艦艇は係留できない状況。

艦艇係留施設の状況

立神地区
4バース

長さ190m×4
水深-11～-10m

倉島地区
2バース
長さ417m
水深-10m

対象財産
5バース
長さ1,360m
水深-11m

⇒新たな艦艇係留施設が必要
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所管換の必要性②

後方活動拠点としての支援態勢向上

● 佐世保地区は南西地域唯一の主要後方補給基地であり、情勢の緊迫化により当

該地域における警戒監視活動が恒常化し、補給所要が増加しているため、補給物

品保管倉庫等を整備する必要がある。

● また、佐世保地区所属艦艇を含む海上自衛隊艦艇に搭載する弾薬を適切に整備

するためには、新たに弾薬整備場を整備する必要がある。

艦艇係留施設の不足等の解消や後方活動拠点としての支援態勢向上に

資するものであり、必要性が認められる。

⇒支援態勢向上のため補給物品保管倉庫等や弾薬整備場が必要
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立地条件
● 対象財産の周辺に所在する他の自衛隊施設との連

携強化が期待できる。特に、島嶼部への攻撃等に対

応する水陸機動団(陸上自衛隊崎辺分屯地)との連携

強化（海上自衛隊艦船による輸送等）が図れる。

● 佐世保湾に面しており、艦艇係留施設を整備する

場所として適している。

● 対象財産が所在する地域は、工業専用地域に指定

されているが、今回整備予定の自衛隊施設は用途制

限に抵触しない。

対象財産は、海上自衛隊施設を整備する場所として適当と認められ、

立地条件に問題はない。

海上自衛隊艦船に乗り込む陸上自衛
隊のトラック

海上自衛隊艦船から海上へ出る陸上
自衛隊の水陸両用車
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規模の妥当性

所管換面積は、各施設等の土地所要面積の積み上げにより算定されて

おり、妥当と認められる。

※所管換面積(129,397.85㎡)で不足する部分は海域の埋立等により対応

施設等名称 土地所要面積

庁舎・管理棟エリア 約18,600㎡

弾薬整備場エリア 約58,400㎡

補給物品保管倉庫等エリア 約42,700㎡

係留施設エリア 約14,500㎡

その他構内道路等 約40,800㎡

合計 約175,000㎡

：庁舎・管理棟エリア

：補給物品保管倉庫
等エリア

：係留施設エリア

：弾薬整備場エリア

：その他構内道路
等
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スケジュール

2年度 3年度 ～ 6年度 7年度 8年度 ～ 11年度

土地所管換

艦艇係留施設
（岸壁・桟橋等）

後方支援施設
（弾薬整備場等）

※令和6年度から一部運用開始
（弾薬整備場等）

（庁舎・補給物品保管倉庫等）
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第２諮問第２諮問
報 告 事 項報 告 事 項

地方幹事会に付議し、処理した事案
について
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田浦駅

凡 例

横須賀港湾合同庁舎

国道16号線

JR横須賀線

至横浜駅

至久里浜駅

対象財産

長浦湾

関東地方幹事会

所在地：横須賀市田浦港町１２７９番５のうち
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凡 例

対象財産

国土地理院 地図加工

九州地方幹事会

所在地：佐世保市島地町８２番１外１筆
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(2) 委員からの意見・質問及び回答で示した資料 
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解体される建物

通信施設

礼砲台

❶

❷

国土地理院 空中写真より
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配 置 図 口座名：海上自衛隊横須賀地方総監部観音崎警備所

横須賀市

所管換範囲

庁隊舎
構造：R-2
延面積476㎡

油脂庫
構造：RC-1
延面積8.19㎡

変圧器室
構造：CB-1
延面積5.32㎡

変電機室
構造：W-1
延面積9.91㎡

受電室
構造：CB-1
延面積30㎡

財務省普通財産
(財務省において解体)
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